
 

租税特別措置法 

（昭和三十二年法律第二十六号） 

 

（特定の資産の買換えの場合の課税の特例） 

第六十五条の七 法人（清算中の法人を除く。以下この款において同じ。）が、昭和四十五年四月

一日から令和八年三月三十一日までの期間（第九項において「対象期間」という。）内に、その

有する資産（棚卸資産を除く。以下この款において同じ。）で次の表の各号の上欄に掲げるもの

（その譲渡につき第六十三条第一項の規定の適用がある土地等（土地又は土地の上に存する権利

をいう。以下第六十五条の九までにおいて同じ。）を除く。以下この条において同じ。）の譲渡

をした場合において、当該譲渡の日を含む事業年度において、当該各号の下欄に掲げる資産の取

得をし、かつ、当該取得の日から一年以内に、当該取得をした資産（第四項及び第十二項並びに

次条第十四項及び第十五項を除き、以下この条及び次条において「買換資産」という。）を当該

各号の下欄に規定する地域内にある当該法人の事業の用（同表の第四号の下欄に掲げる資産につ

いては、その法人の事業の用。第三項及び第九項において同じ。）に供したとき（当該事業年度

において当該事業の用に供しなくなつたときを除く。）、又は供する見込みであるとき（適格合

併により当該買換資産を合併法人に移転する場合において当該合併法人が当該買換資産を当該適

格合併により移転を受ける当該各号の下欄に規定する地域内にある事業の用（同表の第四号の下

欄に掲げる資産については、その移転を受ける事業の用）に供する見込みであるときその他の政

令で定めるときを含む。第三項において同じ。）は、当該買換資産（政令で定めるところにより

納税地の所轄税務署長にこの項の規定の適用を受ける旨の届出をした場合における当該買換資産

に限る。）につき、その圧縮基礎取得価額に差益割合を乗じて計算した金額の百分の八十（当該

譲渡をした資産が同表の第一号の上欄に掲げる資産（同欄のハに掲げる区域内にあるものに限

る。）に該当し、かつ、当該買換資産が同号の下欄に掲げる資産に該当する場合には、百分の七

十）に相当する金額（以下この項及び第九項において「圧縮限度額」という。）の範囲内でその

帳簿価額を損金経理により減額し、又はその帳簿価額を減額することに代えてその圧縮限度額以

下の金額を当該事業年度の確定した決算において積立金として積み立てる方法（当該事業年度の

決算の確定の日までに剰余金の処分により積立金として積み立てる方法を含む。）により経理し

たときに限り、その減額し、又は経理した金額に相当する金額は、当該事業年度の所得の金額の

計算上、損金の額に算入する。 

譲渡資産 買換資産 

一～三 （略） （略） 

四 船舶（船舶法第一条に規定する日本船舶に

限るものとし、漁業（水産動植物の採捕又は

養殖の事業をいう。）の用に供されるものを

除く。以下この号において同じ。）のうちそ

の進水の日からその譲渡の日までの期間が政

令で定める期間に満たないもの（建設業その

他の政令で定める事業の用に供されるものに

あつては、平成二十三年一月一日以後に建造

されたものを除く。） 

船舶（政令で定めるものに限る。） 



 

２ （略） 

３ 第一項に規定する場合において、当該法人が、その有する資産で同項の表の各号の上欄に掲げ

るものの譲渡をした日を含む事業年度開始の日前一年（工場等の建設に要する期間が通常一年を

超えることその他の政令で定めるやむを得ない事情がある場合には、政令で定める期間）以内に

当該各号の下欄に掲げる資産の取得をし、かつ、当該取得の日から一年以内に、当該取得をした

資産を当該各号の下欄に規定する地域内にある当該法人の事業の用に供したとき（当該事業年度

終了の日と当該取得の日から一年を経過する日とのいずれか早い日までに当該事業の用に供しな

くなつたときを除く。）、又は供する見込みであるときは、当該法人は、政令で定めるところに

より納税地の所轄税務署長にこの項の規定の適用を受ける旨の届出をした当該資産に限り、当該

資産を第一項の規定に該当する買換資産とみなして同項の規定の適用を受けることができる。 

４ 第一項の規定の適用を受けた法人が、同項に規定する買換資産（同項の規定の適用を受けた事

業年度以後の事業年度において法人税法第六十四条の十一第一項、第六十四条の十二第一項又は

第六十四条の十三第一項の規定の適用を受けたこれらの規定に規定する時価評価資産に該当する

ものを除く。）の取得をした日から一年以内に、当該買換資産を第一項の表の各号の下欄に規定

する地域内にある当該法人の事業の用（同表の第四号の下欄に掲げる資産については、その法人

の事業の用）に供しない場合又は供しなくなつた場合（適格合併、適格分割、適格現物出資又は

適格現物分配（以下この条において「適格合併等」という。）により当該買換資産を合併法人、

分割承継法人、被現物出資法人又は被現物分配法人（以下この条において「合併法人等」とい

う。）に移転する場合を除く。）には、政令で定めるところにより、当該買換資産につき同項の

規定により損金の額に算入された金額に相当する金額は、当該取得の日から一年を経過する日又

はその供しなくなつた日を含む事業年度（適格合併に該当しない合併により当該買換資産を移転

したことにより当該買換資産をその事業の用に供しなくなつた場合には、当該合併の日の前日を

含む事業年度）の所得の金額の計算上、益金の額に算入する。 

５ 第一項の規定は、確定申告書等に同項の規定により損金の額に算入される金額の損金算入に関

する申告の記載があり、かつ、当該確定申告書等にその損金の額に算入される金額の計算に関す

る明細書その他財務省令で定める書類の添付がある場合に限り、適用する。 

６ 税務署長は、前項の記載又は添付がない確定申告書等の提出があつた場合においても、その記

載又は添付がなかつたことについてやむを得ない事情があると認めるときは、当該記載をした書

類並びに同項の明細書及び財務省令で定める書類の提出があつた場合に限り、第一項の規定を適

用することができる。 

７ 第一項の規定の適用を受けた買換資産については、第五十三条第一項各号に掲げる規定は、適

用しない。 

８ 第一項の規定の適用を受けた買換資産について法人税に関する法令の規定を適用する場合に

は、同項の規定により各事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入された金額（第四項の規

定により各事業年度の所得の金額の計算上益金の額に算入された金額を除く。）は、当該買換資

産の取得価額に算入しない。 

９ 法人が、対象期間内に第一項に規定する譲渡をし、かつ、その譲渡の日を含む事業年度におい

て適格分割、適格現物出資又は適格現物分配（その日以後に行われるものに限る。以下この項及

び第十一項において「適格分割等」という。）を行う場合において、当該事業年度開始の時から

当該適格分割等の直前の時までの間に当該譲渡をした資産に係る第一項の表の各号の下欄に掲げ



 

る資産の取得をし、当該適格分割等により当該買換資産（当該各号の下欄に規定する地域内にあ

る当該法人の事業の用に供し、かつ、当該適格分割等の直前まで引き続き当該事業の用に供して

いるもの又は当該取得の日から一年以内に当該適格分割等に係る分割承継法人、被現物出資法人

若しくは被現物分配法人（以下この項において「分割承継法人等」という。）において当該適格

分割等により移転を受ける当該各号の下欄に規定する地域内にある事業の用（同表の第四号の下

欄に掲げる資産については、その移転を受ける事業の用）に供することが見込まれるものに限

る。）を当該分割承継法人等に移転するときは、当該買換資産（政令で定めるところにより納税

地の所轄税務署長にこの項の規定の適用を受ける旨の届出をした場合における当該買換資産に限

る。）につき、当該買換資産に係る圧縮限度額に相当する金額の範囲内でその帳簿価額を減額し

たときに限り、その減額した金額に相当する金額は、当該事業年度の所得の金額の計算上、損金

の額に算入する。 

１０ 第二項の規定は前項の規定を適用する場合について、第三項の規定は前項に規定する場合に

ついて、第七項及び第八項の規定は前項の規定の適用を受けた買換資産について、それぞれ準用

する。この場合において、第二項及び第三項の規定の適用に関する技術的読替えは、政令で定め

る。 

１１ 第九項の規定は、同項の規定の適用を受けようとする法人が適格分割等の日以後二月以内に

同項に規定する減額した金額その他の財務省令で定める事項を記載した書類を納税地の所轄税務

署長に提出した場合に限り、適用する。 

１２ 適格合併等により第一項又は第九項の規定の適用を受けたこれらの規定に規定する買換資産

（これらの規定の適用を受けた事業年度以後の事業年度において法人税法第六十四条の十一第一

項、第六十四条の十二第一項又は第六十四条の十三第一項の規定の適用を受けたこれらの規定に

規定する時価評価資産に該当するものを除く。）の移転を受けた合併法人等が、当該適格合併等

に係る被合併法人、分割法人、現物出資法人又は現物分配法人（以下この条において「被合併法

人等」という。）が当該買換資産の取得をした日から一年以内に、当該買換資産を当該合併法人

等の当該適格合併等により移転を受けた第一項の表の各号の下欄に規定する地域内にある事業の

用（同表の第四号の下欄に掲げる資産については、その移転を受けた事業の用）に供しない場合

又は供しなくなつた場合（適格合併等により当該買換資産を合併法人等に移転する場合を除

く。）には、政令で定めるところにより、当該買換資産につき同項又は第九項の規定により当該

被合併法人等において損金の額に算入された金額に相当する金額は、当該取得の日から一年を経

過する日又はその供しなくなつた日を含む当該合併法人等の事業年度（適格合併に該当しない合

併により当該買換資産を移転したことにより当該買換資産をその事業の用に供しなくなつた場合

には、当該合併の日の前日を含む事業年度）の所得の金額の計算上、益金の額に算入する。 

１３ 適格合併等により第一項又は第九項の規定の適用を受けた買換資産の移転を受けた合併法人

等が当該買換資産について法人税に関する法令の規定を適用する場合には、当該適格合併等に係

る被合併法人等において当該買換資産の取得価額に算入されなかつた金額は、当該買換資産の取

得価額に算入しない。 

１４ （略） 

１５ 第二項から前項まで（第九項を除く。）に定めるもののほか、第一項の譲渡をした資産が同

項の表の二以上の号の上欄に掲げる資産に該当する場合における同項の規定により損金の額に算

入される金額の計算その他同項及び第九項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 



 

１６ この条及び次条における用語については、次に定めるところによる。 

一 譲渡には、土地等を使用させることにより当該土地等の価値が著しく減少する場合として

政令で定める場合に該当する場合におけるその使用させる行為を含むものとし、次に掲げる

ものを含まないものとする。 

イ 第六十四条第一項第一号から第四号まで及び第八号並びに第六十五条第一項第一号及び

第三号から第七号までに規定する収用、買取り、換地処分、権利変換又は買収による譲渡

（第六十四条第二項又は第六十五条第七項から第九項までの規定によりこれらの規定に規

定する収用等又は換地処分等による譲渡があつたものとみなされる場合における当該譲渡

を含む。） 

ロ 贈与、交換、出資又は法人税法第二条第十二号の五の二に規定する現物分配による譲渡

その他政令で定める譲渡 

ハ 合併又は分割による資産の移転 

二 取得には、建設及び製作を含むものとし、第一項の表の第一号及び第三号の上欄の場合を

除き、合併、分割、贈与、交換、出資又は法人税法第二条第十二号の五の二に規定する現物

分配によるもの、所有権移転外リース取引によるものその他政令で定めるものを含まないも

のとする。 

三 「圧縮基礎取得価額」とは、次に掲げる金額のうちいずれか少ない金額（買換資産が第三

項（第十項において準用する場合を含む。）の規定により買換資産とみなされた資産であ

り、かつ、当該買換資産が減価償却資産であるときは、当該金額を基礎として政令で定める

ところにより計算した金額）をいう。 

イ 当該買換資産の取得価額 

ロ 当該買換資産に係る第一項の表の各号の上欄に掲げる資産の譲渡に係る対価の額（既に

当該譲渡に係る対価の額の一部に相当する金額をもつて取得した当該各号に係る他の買換

資産で同項の規定の適用を受けるものがある場合その他の政令で定める場合には、買換資

産の取得に充てる金額として政令で定める金額を控除した金額。次条第一項及び第二項に

おいて同じ。） 

四 「差益割合」とは、当該事業年度において譲渡をした第一項の表の上欄に掲げる資産の当

該譲渡に係る対価の額のうちに、当該対価の額から当該資産の譲渡直前の帳簿価額（当該譲

渡に要した経費がある場合には、当該経費の額（当該資産が適格合併等により被合併法人等

から移転を受けた資産である場合には、当該被合併法人等が支出した当該経費の額を含

む。）を加算した金額）を控除した金額の占める割合をいう。 

（特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合の課税の特例） 

第六十五条の八 法人が、昭和四十五年四月一日から令和八年三月三十一日までの期間（次項にお

いて「対象期間」という。）内に、その有する資産で前条第一項の表の各号の上欄に掲げるもの

（その譲渡につき第六十三条第一項の規定の適用がある土地等を除く。）の譲渡をした場合にお

いて、当該譲渡をした日を含む事業年度（解散の日を含む事業年度及び被合併法人の合併（適格

合併を除く。）の日の前日を含む事業年度を除く。）終了の日の翌日から一年を経過する日まで

の期間（前条第三項に規定する政令で定めるやむを得ない事情があるため、当該期間内に当該各

号の下欄に掲げる資産の取得をすることが困難である場合において、政令で定めるところにより

納税地の所轄税務署長の承認を受けたときは、当該資産の取得をすることができるものとして、



 

同日後二年以内において当該税務署長が認定した日までの期間。以下この項及び第四項第二号に

おいて「取得指定期間」という。）内に当該各号の下欄に掲げる資産の取得をする見込みであ

り、かつ、当該取得の日から一年以内に当該取得をした資産を当該各号の下欄に規定する地域内

にある当該法人の事業の用（同表の第四号の下欄に掲げる資産については、その法人の事業の

用）に供する見込みであるとき（当該法人が被合併法人となる適格合併を行う場合において当該

適格合併に係る合併法人が取得指定期間内に当該各号の下欄に掲げる資産の取得をする見込みで

あり、かつ、当該取得の日から一年以内に当該合併法人において当該取得をした資産を当該適格

合併により移転を受ける当該各号の下欄に規定する地域内にある事業の用（同表の第四号の下欄

に掲げる資産については、その移転を受ける事業の用）に供する見込みであるときその他の政令

で定めるときを含む。）は、当該譲渡をした資産の譲渡に係る対価の額のうち当該譲渡をした資

産に係る同表の各号の下欄に掲げる資産の取得に充てようとする額に差益割合を乗じて計算した

金額の百分の八十（当該譲渡をした資産が同表の第一号の上欄に掲げる資産（同欄のハに掲げる

区域内にあるものに限る。）に該当し、かつ、当該取得をする見込みである資産が同号の下欄に

掲げる資産に該当する場合には、百分の七十。次項において同じ。）に相当する金額以下の金額

を当該譲渡の日を含む事業年度の確定した決算において特別勘定を設ける方法（当該事業年度の

決算の確定の日までに剰余金の処分により積立金として積み立てる方法を含む。）により経理し

た場合に限り、その経理した金額に相当する金額は、当該事業年度の所得の金額の計算上、損金

の額に算入する。 

２ 法人が、対象期間内に前項に規定する譲渡をし、かつ、その譲渡の日を含む事業年度において

適格分割又は適格現物出資（その日以後に行われるものに限る。第八項を除き、以下この条にお

いて「適格分割等」という。）を行う場合において、次に掲げる要件を満たすときは、当該譲渡

をした資産の譲渡に係る対価の額のうち当該適格分割等に係る分割承継法人又は被現物出資法人

において当該譲渡をした資産に係る前条第一項の表の各号の下欄に掲げる資産の取得に充てよう

とする額に差益割合を乗じて計算した金額の百分の八十に相当する金額の範囲内で前項の特別勘

定に相当するもの（以下この条において「期中特別勘定」という。）を設けたときに限り、その

設けた期中特別勘定の金額に相当する金額は、当該事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に

算入する。 

一 当該分割承継法人又は被現物出資法人において当該適格分割等の日から当該譲渡の日を含

む事業年度終了の日の翌日以後一年を経過する日までの期間（前条第三項に規定する政令で

定めるやむを得ない事情があるため、当該分割承継法人又は被現物出資法人が当該期間内に

同条第一項の表の各号の下欄に掲げる資産の取得をすることが困難である場合において、当

該譲渡をした法人が政令で定めるところにより納税地の所轄税務署長の承認を受けたとき

は、当該資産の取得をすることができるものとして、同日後二年以内において当該税務署長

が認定した日までの期間）内に当該各号の下欄に掲げる資産の取得をすることが見込まれる

こと。 

二 前号の取得の日から一年以内に当該分割承継法人又は被現物出資法人において当該取得を

した資産を当該適格分割等により移転を受ける前条第一項の表の各号の下欄に規定する地域

内にある事業の用（同表の第四号の下欄に掲げる資産については、その移転を受ける事業の

用）に供することが見込まれること。 



 

３ 前項の規定は、同項の規定の適用を受けようとする法人が適格分割等の日以後二月以内に期中

特別勘定の金額その他の財務省令で定める事項を記載した書類を納税地の所轄税務署長に提出し

た場合に限り、適用する。 

４ 法人が、適格合併、適格分割又は適格現物出資を行つた場合には、次の各号に掲げる適格合

併、適格分割又は適格現物出資の区分に応じ当該各号に定める特別勘定の金額又は期中特別勘定

の金額は、当該適格合併、適格分割又は適格現物出資に係る合併法人、分割承継法人又は被現物

出資法人に引き継ぐものとする。 

一 適格合併 当該適格合併直前において有する第一項の特別勘定の金額（既に益金の額に算

入された、又は益金の額に算入されるべき金額がある場合には、これらの金額を控除した金

額。以下この条において同じ。） 

二 適格分割等 当該適格分割等の直前において有する第一項の特別勘定の金額のうち当該適

格分割等に係る分割承継法人又は被現物出資法人が取得指定期間の末日までに前条第一項の

表の各号の下欄に掲げる資産の取得をすることが見込まれ、かつ、当該取得の日から一年以

内に当該分割承継法人又は被現物出資法人において当該取得をした資産を当該適格分割等に

より移転を受ける当該各号の下欄に規定する地域内にある事業の用（同表の第四号の下欄に

掲げる資産については、その移転を受ける事業の用）に供することが見込まれる場合におけ

る当該資産の取得に充てようとする額に差益割合を乗じて計算した金額に対応する部分の金

額として政令で定める金額及び当該適格分割等に際して設けた期中特別勘定の金額 

５ 前項の規定は、第一項の特別勘定を設けている法人で適格分割等を行つたもの（当該特別勘定

及び期中特別勘定の双方を設けている法人であつて、適格分割等により分割承継法人又は被現物

出資法人に当該期中特別勘定の金額のみを引き継ぐものを除く。）にあつては、当該特別勘定を

設けている法人が当該適格分割等の日以後二月以内に当該適格分割等により分割承継法人又は被

現物出資法人に引き継ぐ当該特別勘定の金額その他の財務省令で定める事項を記載した書類を納

税地の所轄税務署長に提出した場合に限り、適用する。 

６ 第四項の規定により合併法人、分割承継法人又は被現物出資法人が引継ぎを受けた特別勘定の

金額又は期中特別勘定の金額は、当該合併法人、分割承継法人又は被現物出資法人が第一項の規

定により設けている特別勘定の金額とみなす。 

７ 前条第一項の規定は、第一項の特別勘定を設けている法人が、同項に規定する取得指定期間

（当該特別勘定の金額が第四項の規定により引継ぎを受けた期中特別勘定の金額である場合その

他の政令で定める場合には、第二項第一号に規定する期間その他の政令で定める期間。次項及び

第十二項において「取得指定期間」という。）内に当該特別勘定に係る同条第一項の表の各号の

下欄に掲げる資産の取得をした場合において、当該取得の日から一年以内に、当該買換資産を当

該各号の下欄に規定する地域内にある当該法人の事業の用（同表の第四号の下欄に掲げる資産に

ついては、その法人の事業の用）に供したとき（当該取得の日を含む事業年度において当該事業

の用に供しなくなつたときを除く。）、又は供する見込みであるとき（適格合併により当該買換

資産を合併法人に移転する場合において当該合併法人が当該買換資産を当該適格合併により移転

を受ける当該各号の下欄に規定する地域内にある事業の用（同表の第四号の下欄に掲げる資産に

ついては、その移転を受ける事業の用）に供する見込みであるときその他の政令で定めるときを

含む。）について準用する。この場合において、同項中「買換資産（政令で定めるところにより

納税地の所轄税務署長にこの項の規定の適用を受ける旨の届出をした場合における当該買換資産



 

に限る。）」とあるのは「買換資産」と、「当該事業年度の確定した決算」とあるのは「当該買

換資産の取得をした日を含む事業年度の確定した決算」と読み替えるものとする。 

８ 前条第九項の規定は、第一項の特別勘定を設けている法人が適格分割、適格現物出資又は適格

現物分配（同項に規定する譲渡の日以後に行われるものに限る。以下この項において「適格分割

等」という。）を行う場合において、当該法人が当該適格分割等の日を含む事業年度の取得指定

期間内に当該特別勘定に係る同条第一項の表の各号の下欄に掲げる資産の取得をし、当該適格分

割等により当該買換資産（当該各号の下欄に規定する地域内にある当該法人の事業の用（同表の

第四号の下欄に掲げる資産については、その法人の事業の用）に供し、かつ、当該適格分割等の

直前まで引き続き当該事業の用に供しているもの又は当該取得の日から一年以内に当該適格分割

等に係る分割承継法人、被現物出資法人又は被現物分配法人（以下この項において「分割承継法

人等」という。）において当該適格分割等により移転を受ける当該各号の下欄に規定する地域内

にある事業の用（同表の第四号の下欄に掲げる資産については、その移転を受ける事業の用）に

供することが見込まれるものに限る。）を分割承継法人等に移転するときについて準用する。こ

の場合において、同条第九項中「買換資産（政令で定めるところにより納税地の所轄税務署長に

この項の規定の適用を受ける旨の届出をした場合における当該買換資産に限る。）」とあるのは

「買換資産」と、「当該事業年度の所得の金額の計算上」とあるのは「当該買換資産の取得をし

た日を含む事業年度の所得の金額の計算上」と読み替えるものとする。 

９ 前二項の場合において、その買換資産に係る第一項の特別勘定の金額のうち、当該買換資産の

圧縮基礎取得価額に差益割合を乗じて計算した金額に対応する部分の金額として政令で定める金

額は、当該買換資産の取得の日を含む事業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入する。 

１０ 第一項の特別勘定を設けている法人が、自己を株式交換等完全子法人又は株式移転完全子法

人とする法人税法第六十二条の九第一項に規定する非適格株式交換等（以下この項において「非

適格株式交換等」という。）を行つた場合において、当該非適格株式交換等の直前の時に第一項

の特別勘定の金額（政令で定める金額未満のものを除く。）を有しているときは、当該特別勘定

の金額は、当該非適格株式交換等の日を含む事業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入す

る。 

１１ 第一項の特別勘定を設けている法人が、法人税法第六十四条の十一第一項に規定する内国法

人、同法第六十四条の十二第一項に規定する他の内国法人又は同法第六十四条の十三第一項に規

定する通算法人（同項第一号に掲げる要件に該当するものに限る。）に該当することとなつた場

合において、同法第六十四条の十一第一項に規定する通算開始直前事業年度、同法第六十四条の

十二第一項に規定する通算加入直前事業年度又は同法第六十四条の十三第一項に規定する通算終

了直前事業年度終了の時に第一項の特別勘定の金額（政令で定める金額未満のものを除く。）を

有しているときは、当該特別勘定の金額は、当該通算開始直前事業年度、当該通算加入直前事業

年度又は当該通算終了直前事業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入する。 

１２ 第一項の特別勘定を設けている法人が次の各号に掲げる場合（第四項の規定により合併法

人、分割承継法人又は被現物出資法人に当該特別勘定を引き継ぐこととなつた場合を除く。）に

該当することとなつた場合には、当該各号に定める金額は、その該当することとなつた日を含む

事業年度（第四号に掲げる場合にあつては、その合併の日の前日を含む事業年度）の所得の金額

の計算上、益金の額に算入する。 



 

一 取得指定期間内に第一項の特別勘定の金額を前三項の規定に該当する場合以外の場合に取

り崩した場合 当該取り崩した金額 

二 取得指定期間を経過する日において、第一項の特別勘定の金額を有している場合 当該特

別勘定の金額 

三 取得指定期間内に解散した場合（合併により解散した場合を除く。）において、第一項の

特別勘定の金額を有しているとき 当該特別勘定の金額 

四 取得指定期間内に当該法人を被合併法人とする合併を行つた場合において、第一項の特別

勘定の金額を有しているとき 当該特別勘定の金額 

１３ 前条第二項の規定は、第七項又は第八項の規定を適用する場合について準用する。この場合

において、同条第二項中「当該土地等に係る面積が」とあるのは、「当該土地等に係る面積と次

条第一項の特別勘定の基礎となつた譲渡に係る同条第七項又は第八項に規定する買換資産のうち

土地等に係る面積との合計が」と読み替えるものとする。 

１４ 前条第四項の規定は、第七項の規定の適用を受けた法人が、同項に規定する買換資産（同項

の規定の適用を受けた事業年度以後の事業年度において法人税法第六十四条の十一第一項、第六

十四条の十二第一項又は第六十四条の十三第一項の規定の適用を受けたこれらの規定に規定する

時価評価資産に該当するものを除く。）の取得をした日から一年以内に、当該買換資産を当該買

換資産に係る前条第一項の表の各号の下欄に規定する地域内にある当該法人の事業の用（同表の

第四号の下欄に掲げる資産については、その法人の事業の用）に供しない場合又は供しなくなつ

た場合（適格合併、適格分割、適格現物出資又は適格現物分配（次項において「適格合併等」と

いう。）により当該買換資産を合併法人、分割承継法人、被現物出資法人又は被現物分配法人

（次項において「合併法人等」という。）に移転する場合を除く。）について準用する。 

１５ 前条第十二項の規定は、適格合併等により第七項又は第八項の規定の適用を受けたこれらの

規定に規定する買換資産（これらの規定の適用を受けた事業年度以後の事業年度において法人税

法第六十四条の十一第一項、第六十四条の十二第一項又は第六十四条の十三第一項の規定の適用

を受けたこれらの規定に規定する時価評価資産に該当するものを除く。）の移転を受けた合併法

人等が、当該適格合併等に係る被合併法人、分割法人、現物出資法人又は現物分配法人が当該買

換資産の取得をした日から一年以内に、当該買換資産を当該合併法人等の当該適格合併等により

移転を受けた前条第一項の表の各号の下欄に規定する地域内にある事業の用（同表の第四号の下

欄に掲げる資産については、その移転を受けた事業の用）に供しない場合又は供しなくなつた場

合（適格合併等により当該買換資産を合併法人等に移転する場合を除く。）について準用する。 

１６ 前条第五項及び第六項の規定は第一項又は第七項の規定を適用する場合について、同条第七

項及び第八項の規定は第七項又は第八項の規定の適用を受けた買換資産について、同条第十一項

の規定は第八項の規定を適用する場合について、それぞれ準用する。この場合において、第一項

の規定を適用するときは、同条第五項及び第六項中「明細書」とあるのは、「明細書、取得をす

る見込みである資産につき財務省令で定める事項を記載した書類」と読み替えるものとする。 

１７ 前条第十三項の規定は、第七項又は第八項の規定の適用を受けた買換資産について準用す

る。 

１８ 前条第十四項の規定は、第一項、第二項、第七項又は第八項の規定（同条第一項の表の第三

号に係る部分に限る。）を適用する場合について準用する。この場合において、第一項又は第二

項の規定を適用するときは、同条第十四項中「取得をした」とあるのは「取得をする見込みであ



 

る」と、「第一項に規定する圧縮限度額」とあるのは「次条第一項又は第二項に規定する百分の

八十に相当する金額」と、「同項」とあるのは「これら」と、同項各号中「第一項に」とあるの

は「次条第一項又は第二項に」と読み替えるものとする。 

１９ 法人が、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律第二

条第一項の規定により特定非常災害として指定された非常災害に基因するやむを得ない事情によ

り、前条第一項の表の各号の下欄に掲げる資産の第七項に規定する取得指定期間内における取得

をすることが困難となつた場合において、当該取得指定期間の初日から当該取得指定期間の末日

後二年以内の日で政令で定める日までの間に当該各号の下欄に掲げる資産の取得をする見込みで

あり、かつ、財務省令で定めるところにより納税地の所轄税務署長の承認を受けたときは、前各

項の規定の適用については、これらの規定に規定する取得指定期間は、当該初日から当該政令で

定める日までの期間とする。 

２０ 第十六項から前項までに定めるもののほか、第一項の譲渡をした資産が前条第一項の表の二

以上の号の上欄に掲げる資産に該当する場合における第一項の特別勘定の金額の計算その他同項

から第十五項までの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

租税特別措置法施行令（抄） 

（昭和三十二年政令第四十三号） 

（特定の資産の買換えの場合等の課税の特例） 

第三十九条の七 法第六十五条の七第一項に規定する政令で定めるときは、同項に規定する買換資

産（以下この条において「買換資産」という。）の取得（建設及び製作を含む。次項において同

じ。）をした日を含む事業年度終了の日後に当該買換資産を適格合併、適格分割、適格現物出資

又は適格現物分配（以下この項において「適格合併等」という。）により合併法人、分割承継法

人、被現物出資法人又は被現物分配法人（以下この項において「合併法人等」という。）に移転

する場合において、当該合併法人等が当該取得をした日から一年以内に当該買換資産を当該適格

合併等により移転を受ける法第六十五条の七第一項の表の各号の下欄に規定する地域内にある事

業の用（同表の第四号の下欄に掲げる資産については、その移転を受ける事業の用）に供する見

込みであるときとする。 

２ 法第六十五条の七第一項及び第九項の届出は、同条第一項の表の各号の上欄に掲げる資産の同

項又は同条第九項に規定する譲渡の日（同日前に当該各号の下欄に掲げる資産の取得をした場合

（第二号ロにおいて「先行取得の場合」という。）には、当該資産の同条第一項又は第九項に規

定する取得の日）を含む三月期間（事業年度をその開始の日以後三月ごとに区分した各期間（最

後に三月未満の期間を生じたときは、その三月未満の期間）をいう。第二号において同じ。）の

末日の翌日から二月以内に、当該各号の下欄に掲げる資産につき同条第一項又は第九項の規定の

適用を受ける旨及び次に掲げる事項を記載した届出書により行わなければならない。 

一 届出者の名称、納税地及び法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律第二条第十五項に規定する法人番号をいう。以下この章において同じ。） 

二 次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める事項 

イ ロに掲げる場合以外の場合 次に掲げる事項 

（１） 当該譲渡をした資産及び当該三月期間内に取得をした資産の種類、構造又は用途、規模

（土地等（土地又は土地の上に存する権利をいう。以下この条において同じ。）にあつては、そ

の面積。ロ（１）において同じ。）、所在地並びに譲渡年月日及び取得年月日（船舶にあつて

は、種類、構造又は用途、規模並びに譲渡年月日及び取得年月日。ロ（１）において同じ。） 

（２） 当該譲渡をした資産の価額及びその譲渡直前の帳簿価額 

（３） 当該三月期間の末日の翌日以後に取得をする見込みである資産の種類、所在地及び取得予

定年月日（船舶にあつては、種類及び取得予定年月日） 

ロ 先行取得の場合 次に掲げる事項 

（１） 当該三月期間内に譲渡をした資産及び当該取得をした資産の種類、構造又は用途、規模、

所在地並びに譲渡年月日及び取得年月日 

（２） 当該取得をした資産の取得価額 

（３） 当該三月期間の末日の翌日以後に譲渡をする見込みである資産の種類、所在地及び譲渡予

定年月日（船舶にあつては、種類及び譲渡予定年月日） 

三 前号の取得をした、又は同号の取得をする見込みである資産のその適用に係る法第六十五条の

七第一項の表の各号の区分 

四 その他参考となるべき事項 

３～５ （略） 



 

６ 法第六十五条の七第一項の表の第四号の上欄に規定する政令で定める期間は、次の各号に掲げ

る船舶の区分に応じ当該各号に定める期間とし、同欄に規定する政令で定める事業は、建設業及

びひき船業とする。 

一 海洋運輸業（本邦の港と本邦以外の地域の港との間又は本邦以外の地域の各港間において

船舶により人又は物の運送をする事業をいう。）の用に供されている船舶 二十年 

二 沿海運輸業（本邦の各港間において船舶により人又は物の運送をする事業をいう。）の用

に供されている船舶 二十三年 

三 建設業又はひき船業の用に供されている船舶 三十年 

７ 法第六十五条の七第一項の表の第四号の下欄に規定する政令で定めるものは、次に掲げる船舶

（その船舶に係る同項の譲渡をした資産に該当する船舶（第二号において「譲渡船舶」とい

う。）に係る事業と同一の事業の用に供されるものに限る。）とする。 

一 （略） 

二 船舶で、その進水の日から取得の日までの期間が耐用年数（法人税法の規定により定めら

れている耐用年数をいう。）以下であり、かつ、その期間がその船舶に係る譲渡船舶の進水

の日から当該譲渡船舶の譲渡の日までの期間に満たないもののうち環境への負荷の低減に資

する船舶として国土交通大臣が財務大臣と協議して指定するもの（前号に掲げるものを除

く。） 

８・９（略） 

１０ 法第六十五条の七第三項（同条第十項において準用する場合を含む。以下この項において同

じ。）の届出は、同条第一項の表の各号の下欄に掲げる資産の取得（建設及び製作を含む。以下

この項、次項及び第十四項において同じ。）をした日を含む事業年度終了の日の翌日から二月以

内に、当該資産につき同条第三項の規定の適用を受ける旨及び次に掲げる事項を記載した届出書

により行わなければならない。 

一 届出者の名称、納税地及び法人番号 

二 当該取得をした資産の種類、構造又は用途、規模（土地等にあつては、その面積）、所在

地、取得年月日及び取得価額（船舶にあつては、種類、構造又は用途、規模、取得年月日及

び取得価額） 

三 譲渡をする見込みである資産の種類、所在地及び譲渡予定年月日（船舶にあつては、種類

及び譲渡予定年月日） 

四 当該取得をした資産のその適用に係る法第六十五条の七第一項の表の各号の区分 

五 その他参考となるべき事項 

１１ 法第六十五条の七第四項（法第六十五条の八第十四項において準用する場合を含む。次項に

おいて同じ。）の規定により益金の額に算入する金額は、買換資産が土地等である場合には、第

一号に掲げる金額に相当する金額とし、買換資産が減価償却資産である場合には、同号に掲げる

金額に第二号に掲げる割合を乗じて計算した金額に相当する金額とする。 

一 法第六十五条の七第一項（法第六十五条の八第七項において準用する場合を含む。）の規

定により損金の額に算入された金額（当該買換資産が第十九項の規定の適用を受けた買換資

産である場合には、同項の規定により計算された金額と第二十項の規定により計算された金

額との合計額）に、イに掲げる金額のうちにロに掲げる金額の占める割合を乗じて計算した

金額 



 

イ 当該損金の額に算入された金額に係る買換資産のその取得の日における価額 

ロ イに規定する買換資産のうち法第六十五条の七第四項に規定する事情が生じた部分のそ

の取得の日における価額 

二 イに掲げる金額のうちにロに掲げる金額の占める割合 

イ 前号イに規定する買換資産のその取得の日から一年を経過する日（その取得の日から一

年以内に法第六十五条の七第四項に規定する事業の用に供しなくなつた場合には、その供

しなくなつた日（適格合併に該当しない合併により当該買換資産を移転したことにより当

該買換資産をその事業の用に供しなくなつた場合には、当該合併の日の前日）とする。ロ

において同じ。）における取得価額 

ロ イに規定する買換資産のその取得の日から一年を経過する日における帳簿価額 

１２ 法第六十五条の七第四項の規定の適用を受けた法人は、前項第二号イに規定する取得の日か

ら一年を経過する日において、当該買換資産の帳簿価額につき同条第四項の規定により益金の額

に算入された金額に相当する金額の増額をするものとする。この場合において、当該増額をしな

かつたときは、同日を含む事業年度以後の各事業年度の所得の金額の計算上、当該買換資産の帳

簿価額は、当該金額の増額がされたものとみなす。 

１３ 法第六十五条の七第十項において同条第二項及び第三項の規定を準用する場合には、同条第

二項中「当該事業年度の」とあるのは「当該事業年度開始の時から当該適格分割等（第九項に規

定する適格分割等をいう。次項において同じ。）の直前の時までの期間内に取得をした」と、

「次項」とあるのは「第十項において準用する次項」と、「当該事業年度において譲渡」とある

のは「当該期間内に譲渡」と、「同項の規定」とあるのは「第九項の規定」と、同条第三項中

「当該事業年度終了の日」とあるのは「当該適格分割等の日の前日」と、「第一項の」とあるの

は「第九項の」と読み替えるものとする。 

１４ 法第六十五条の七第十二項（法第六十五条の八第十五項において準用する場合を含む。第一

号及び次項において同じ。）の規定により益金の額に算入する金額は、買換資産が土地等である

場合には、同号に掲げる金額に相当する金額とし、買換資産が減価償却資産である場合には、同

号に掲げる金額に第二号に掲げる割合を乗じて計算した金額に相当する金額とする。 

一 法第六十五条の七第一項（法第六十五条の八第七項において準用する場合を含む。）又は

法第六十五条の七第九項（法第六十五条の八第八項において準用する場合を含む。）の規定

により当該買換資産につき法第六十五条の七第十二項に規定する被合併法人等において損金

の額に算入された金額（当該買換資産が第十九項の規定の適用を受けた買換資産である場合

には、同項の規定により計算された金額と第二十項の規定により計算された金額との合計額

（同条第十二項の規定により益金の額に算入された金額がある場合には、当該合計額に第二

十一項ただし書の規定により計算された金額を加算した金額）とする。）に、イに掲げる金

額のうちにロに掲げる金額の占める割合を乗じて計算した金額 

イ 当該損金の額に算入された金額に係る買換資産の当該被合併法人等において取得をした日に

おける価額 

ロ イに規定する買換資産のうち法第六十五条の七第十二項に規定する事情が生じた部分の当該

被合併法人等において取得をした日における価額 

二 イに掲げる金額のうちにロに掲げる金額の占める割合 



 

イ 前号イに規定する買換資産の当該被合併法人等において取得をした日から一年を経過する日

（その取得をした日から一年以内に法第六十五条の七第十二項に規定する事業の用に供しな

くなつた場合には、その供しなくなつた日（適格合併に該当しない合併により当該買換資産

を移転したことにより当該買換資産をその事業の用に供しなくなつた場合には、当該合併の

日の前日）とする。ロにおいて同じ。）における取得価額 

ロ イに規定する買換資産の当該被合併法人等において取得をした日から一年を経過する日にお

ける帳簿価額 

１５ 法第六十五条の七第十二項の規定の適用を受けた法人は、前項第二号イに規定する取得をし

た日から一年を経過する日において、当該買換資産の帳簿価額につき同条第十二項の規定により

益金の額に算入された金額に相当する金額の増額をするものとする。この場合において、当該増

額をしなかつたときは、同日を含む事業年度以後の各事業年度の所得の金額の計算上、当該買換

資産の帳簿価額は、当該金額の増額がされたものとみなす。 

１６ 法第六十五条の七第十六項第一号に規定する政令で定める場合は、法人税法施行令第百三十

八条第一項の規定に該当する場合とし、同号ロに規定する政令で定める譲渡は、代物弁済（金銭

債務の弁済に代えてするものに限る。以下この項において同じ。）としての譲渡とし、法第六十

五条の七第十六項第二号に規定する政令で定める取得は、代物弁済としての取得とする。 

１７ 法第六十五条の七第十六項第三号に規定する政令で定めるところにより計算した金額は、同

号イ又はロに掲げる金額のうちいずれか少ない金額に、第一号に掲げる金額のうちに第二号に掲

げる金額の占める割合を乗じて計算した金額に相当する金額とする。 

一 当該買換資産の当該事業年度開始の日の前日における取得価額 

二 当該買換資産の前号に規定する開始の日の前日における帳簿価額 

１８ 法第六十五条の七第十六項第三号ロに規定する政令で定める場合は、次の各号に掲げる場合

とし、同項第三号ロに規定する政令で定める金額は、当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該各

号に定める金額（当該各号に掲げる場合のいずれにも該当する場合には、当該各号に定める金額

の合計額）とする。 

一 既に法第六十五条の七第一項の表の各号の上欄に掲げる資産の譲渡の日を含む事業年度におい

て当該譲渡に係る対価の額の一部に相当する金額をもつて取得（建設及び製作を含む。第二十項

及び第二十一項において同じ。）をした当該各号に係る他の買換資産で同条第一項又は第九項の

規定の適用を受けるものがある場合 当該他の買換資産の取得価額に相当する金額 

二 既に法第六十五条の七第一項の表の各号の上欄に掲げる資産の譲渡の日を含む事業年度におい

て当該譲渡に係る対価の額のうち法第六十五条の八第一項の特別勘定の金額及び同条第二項に規

定する期中特別勘定の金額の計算の基礎とした同条第一項及び第二項に規定する取得に充てよう

とする額がある場合 当該取得に充てようとする額に相当する金額 

１９ 買換資産が法第六十五条の七第三項（同条第十項において準用する場合を含む。）の規定に

より買換資産とみなされた資産であり、かつ、当該買換資産が減価償却資産である場合における

同条第八項（同条第十項において準用する場合を含む。次項及び第二十一項において同じ。）に

規定する当該買換資産の取得価額に算入しない金額は、同条第一項又は第九項の規定により損金

の額に算入された金額に、第十七項第二号に掲げる金額に対する同項第一号に掲げる金額の割合

を乗じて計算した金額（同条第四項の規定により各事業年度の所得の金額の計算上益金の額に算

入された金額を除く。）に相当する金額とする。 



 

２０ 法第六十五条の七第八項に規定する買換資産が減価償却資産である場合における同項（法第

六十五条の八第十六項において準用する場合を含む。）及び前項に規定する益金の額に算入され

た金額は、法第六十五条の七第八項の規定により当該買換資産の取得価額に算入されなかつた金

額（同項に規定する益金の額に算入された金額を含む。）に、第一号に掲げる金額のうちに第二

号に掲げる金額の占める割合を乗じて計算した金額に相当する金額とする。 

一 当該買換資産のその取得の日における価額 

二 当該買換資産のうち法第六十五条の七第四項に規定する事情が生じた部分のその取得の日にお

ける価額 

２１ 法第六十五条の七第十二項（法第六十五条の八第十五項において準用する場合を含む。以下

この項において同じ。）の規定の適用を受けた買換資産については、法第六十五条の七第十二項

の規定により益金の額に算入された金額を当該買換資産の取得価額に算入する。ただし、当該買

換資産が減価償却資産である場合には、同項に規定する被合併法人等において同条第八項の規定

により当該買換資産の取得価額に算入されなかつた金額（同項に規定する益金の額に算入された

金額を含む。）に、第一号に掲げる金額のうちに第二号に掲げる金額の占める割合を乗じて計算

した金額に相当する金額を当該買換資産の取得価額に算入する。 

一 当該買換資産の当該被合併法人等において取得をした日における価額 

二 当該買換資産のうち法第六十五条の七第十二項に規定する事情が生じた部分の当該被合併法人

等において取得をした日における価額 

２２ 法第六十五条の七第一項の譲渡をした資産が同項の表の二以上の号の上欄に掲げる資産に該

当する場合における同項又は同条第九項の規定により損金の額に算入される金額の計算について

は、当該譲渡をした資産の全部又は一部は、当該法人の選択により、当該二以上の号のいずれか

の号の上欄に掲げる資産にのみ該当するものとして、同条第一項又は第九項の規定を適用する。 

２３ 前項の規定は、買換資産が法第六十五条の七第一項の表の二以上の号の下欄に掲げる資産に

該当する場合について準用する。 

２４ 法第六十五条の七第一項の表の第三号の上欄に規定する土地等、建物又は構築物が次の各号

に掲げる資産である場合には、当該資産は、当該法人により当該各号に定める日において取得

（建設を含む。以下この項において同じ。）をされたものとみなして、同欄の規定を適用する。 

一 適格合併、適格分割、適格現物出資又は適格現物分配（以下この号において「適格合併等」と

いう。）により移転を受けた資産 当該適格合併等に係る被合併法人、分割法人、現物出資法人

又は現物分配法人が当該資産の取得をした日 

二 特別の法律に基づく承継により受け入れた資産 当該承継に係る被承継法人（承継により資産

を譲渡する法人をいう。）が当該資産の取得をした日 

三 法人税法第五十条第一項又は第五項の規定の適用を受けたこれらの規定に規定する取得資産 

当該取得資産に係る同条第一項に規定する譲渡資産の取得の日 

四 法第六十四条第一項（法第六十四条の二第七項又は第六十五条第三項において準用する場合を

含む。）又は法第六十四条第九項（法第六十四条の二第八項又は第六十五条第三項において準用

する場合を含む。）の規定の適用を受けたこれらの規定に規定する代替資産 当該代替資産に係

る法第六十四条第一項各号に規定する資産（同条第二項第一号に規定する土地等、同項第二号に

規定する土地の上にある資産、法第六十五条第七項の規定の適用を受けた場合における同条第一

項第四号の施設建築物の一部を取得する権利及び施設建築敷地若しくはその共有持分若しくは地



 

上権の共有持分（都市再開発法第百十条の二第一項の規定により定められた権利変換計画に係る

施設建築敷地に関する権利又は施設建築物に関する権利を取得する権利を含む。）若しくは個別

利用区内の宅地若しくはその使用収益権若しくは同号に規定する給付を受ける権利又は法第六十

五条第八項の規定の適用を受けた場合における同条第一項第五号の防災施設建築物の一部を取得

する権利及び防災施設建築敷地若しくはその共有持分若しくは地上権の共有持分（密集市街地に

おける防災街区の整備の促進に関する法律第二百五十五条第一項の規定により定められた権利変

換計画に係る防災施設建築敷地に関する権利又は防災施設建築物に関する権利を取得する権利を

含む。）若しくは個別利用区内の宅地若しくはその使用収益権を含む。）の取得の日 

五 法第六十五条第一項又は第五項の規定の適用を受けたこれらの規定に規定する交換取得資産 

当該交換取得資産に係る同条第一項に規定する換地処分等により譲渡した同項各号に規定する資

産（同条第七項の規定の適用を受けた場合における同条第一項第四号の施設建築物の一部を取得

する権利（都市再開発法第百十条第一項又は第百十条の二第一項の規定により定められた権利変

換計画に係る施設建築物に関する権利を取得する権利を含む。）若しくは同号に規定する給付を

受ける権利、法第六十五条第八項の規定の適用を受けた場合における同条第一項第五号の防災施

設建築物の一部を取得する権利（密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第二百

五十五条第一項又は第二百五十七条第一項の規定により定められた権利変換計画に係る防災施設

建築物に関する権利を取得する権利を含む。）又は法第六十五条第九項の規定の適用を受けた場

合における同項に規定する当該権利を取得する権利を含む。）の取得の日 

六 法第六十五条の十第一項又は第四項の規定の適用を受けたこれらの規定に規定する交換取得資

産 当該交換取得資産に係る同条第一項に規定する交換譲渡資産の取得の日 

２５ 法第六十五条の八第一項の税務署長の承認を受けようとする法人は、同項に規定する譲渡を

した日を含む事業年度終了の日の翌日から二月（その日から二月を経過した日以後に同項に規定

するやむを得ない事情が生じたため、同項に規定する取得指定期間内に法第六十五条の七第一項

の表の各号の下欄に掲げる資産の取得（建設及び製作を含む。以下第三十九項までにおいて同

じ。）をすることが困難であることとなつた場合には、当該事情の生じた日から二月）以内に、

次に掲げる事項を記載した申請書を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。 

一 申請者の名称、納税地及び法人番号 

二 その申請の日における法第六十五条の八第四項第一号に規定する特別勘定の金額 

三 取得をする見込みである資産の種類、構造、規模（土地等にあつては、その面積）及び価額 

四 法第六十五条の八第一項に規定するやむを得ない事情の詳細 

五 第三号の資産の取得予定年月日及び法第六十五条の八第一項に規定する認定を受けようとする

日 

六 その他参考となるべき事項 

２６ 法第六十五条の八第一項に規定する政令で定めるときは、同項に規定する譲渡をした日を含

む事業年度終了の日後に当該譲渡をした法人が被合併法人、分割法人又は現物出資法人となる適

格合併、適格分割又は適格現物出資（以下この項において「適格合併等」という。）を行う場合

において、当該適格合併等に係る合併法人、分割承継法人又は被現物出資法人（以下この項にお

いて「合併法人等」という。）が同条第一項に規定する取得指定期間内に当該譲渡をした資産に

係る法第六十五条の七第一項の表の各号の下欄に掲げる資産の取得をする見込みであり、かつ、

当該取得の日から一年以内に当該合併法人等において当該取得をした資産を当該適格合併等によ



 

り移転を受ける当該各号の下欄に規定する地域内にある事業の用（同表の第四号の下欄に掲げる

資産については、その移転を受ける事業の用）に供する見込みであるときとする。 

２７ 第二十二項（第二十三項において準用する場合を含む。）の規定は、法第六十五条の八第一

項の特別勘定の金額又は同条第二項に規定する期中特別勘定の金額の計算及び同条第七項又は第

八項において準用する法第六十五条の七第一項又は第九項の規定による損金の額に算入される金

額の計算について準用する。 

２８ 法第六十五条の八第二項第一号の税務署長の承認を受けようとする法人は、同項に規定する

適格分割等（第三号において「適格分割等」という。）の日以後二月以内に、次に掲げる事項を

記載した申請書を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。 

一 申請者の名称、納税地及び法人番号 

二 法第六十五条の八第二項の規定により設ける同項に規定する期中特別勘定の金額 

三 当該適格分割等に係る法第六十五条の八第二項に規定する分割承継法人又は被現物出資法人に

おいて取得をする見込みである資産の種類、構造、規模（土地等にあつては、その面積）及び価

額 

四 法第六十五条の八第二項第一号に規定するやむを得ない事情の詳細 

五 第三号の資産の取得予定年月日及び法第六十五条の八第二項第一号に規定する認定を受けよう

とする日 

六 その他参考となるべき事項 

２９ （略） 

３０ 法第六十五条の八第七項に規定する政令で定める場合は、次の各号に掲げる場合とし、同項

に規定する政令で定める期間は、当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める期間（当

該各号に規定する引継ぎを受けた日以後に法第六十五条の七第三項に規定するやむを得ない事情

が生じたため、法第六十五条の八第七項の法人が当該各号に定める期間内に法第六十五条の七第

一項の表の各号の下欄に掲げる資産の取得をすることが困難である場合において、当該法人が納

税地の所轄税務署長の承認を受けたときは、次の各号に定める期間の初日から認定日（当該各号

に規定する特別勘定の金額又は期中特別勘定の金額の基礎となつた譲渡をした日を含む事業年度

終了の日の翌日以後三年以内において当該税務署長が認定した日をいう。）までの期間）とす

る。 

一 法第六十五条の八第七項に規定する特別勘定の金額が同条第四項の規定により引継ぎを受けた

同項各号に定める特別勘定の金額である場合 当該引継ぎを受けた日から同条第一項に規定する

取得指定期間の末日までの期間 

二 法第六十五条の八第七項に規定する特別勘定の金額が同条第四項の規定により引継ぎを受けた

同項第二号に定める期中特別勘定の金額である場合 同条第二項第一号に規定する期間 

３１ 前項の税務署長の承認を受けようとする法人は、同項に規定するやむを得ない事情が生じた

日以後二月以内に、次に掲げる事項を記載した申請書を納税地の所轄税務署長に提出しなければ

ならない。 

一 申請者の名称、納税地及び法人番号 

二 その申請の日における法第六十五条の八第四項第一号に規定する特別勘定の金額 

三 取得をする見込みである資産の種類、構造、規模（土地等にあつては、その面積）及び価額 

四 前項に規定するやむを得ない事情の詳細 



 

五 第三号の資産の取得予定年月日及び前項に規定する認定を受けようとする日 

六 その他参考となるべき事項 

３２ 法第六十五条の八第七項に規定する政令で定めるときは、同項の買換資産の取得をした日を

含む事業年度終了の日後に当該買換資産を適格合併、適格分割、適格現物出資又は適格現物分配

（以下この項において「適格合併等」という。）により合併法人、分割承継法人、被現物出資法

人又は被現物分配法人（以下この項において「合併法人等」という。）に移転する場合におい

て、当該合併法人等が当該取得の日から一年以内に当該買換資産を当該適格合併等により移転を

受ける法第六十五条の七第一項の表の各号の下欄に規定する地域内にある事業の用（同表の第四

号の下欄に掲げる資産については、その移転を受ける事業の用）に供する見込みであるときとす

る。 

３３ 法第六十五条の八第七項から第九項までの規定を適用する場合（次項の規定の適用がある場

合を除く。）における圧縮基礎取得価額（法第六十五条の七第十六項第三号に規定する圧縮基礎

取得価額をいう。次項において同じ。）の計算については、同号ロに掲げる金額は、法第六十五

条の八第七項又は第八項の特別勘定の金額の計算の基礎となつた同条第一項に規定する取得に充

てようとする額（既に当該特別勘定の基礎となつた譲渡の日を含む事業年度後の各事業年度にお

いて当該取得に充てようとする額の一部に相当する金額をもつて取得をした当該特別勘定に係る

他の買換資産で同条第七項及び第八項の規定の適用を受けたものがある場合には、当該取得に充

てようとする額から当該他の買換資産の取得価額に相当する金額を控除した金額）とする。 

３４ 法第六十五条の八第四項の規定により引継ぎを受けた特別勘定の金額を有する同項に規定す

る合併法人、分割承継法人又は被現物出資法人が同条第七項から第九項までの規定を適用する場

合における圧縮基礎取得価額の計算については、法第六十五条の七第十六項第三号ロに掲げる金

額は、当該引継ぎを受けた特別勘定の金額の計算の基礎となつた法第六十五条の八第一項、第二

項又は第四項第二号に規定する取得に充てようとする額（既に当該特別勘定の金額の引継ぎを受

けた日以後に当該取得に充てようとする額の一部に相当する金額をもつて取得をした当該特別勘

定に係る他の買換資産で同条第七項及び第八項の規定の適用を受けたものがある場合には、当該

取得に充てようとする額から当該他の買換資産の取得価額に相当する金額を控除した金額）とす

る。 

３５ 法第六十五条の八第九項に規定する政令で定める金額は、同項の買換資産の圧縮基礎取得価

額に差益割合を乗じて計算した金額の百分の八十に相当する金額（同項に規定する特別勘定の金

額が第二十九項各号に掲げる資産の取得に係る特別勘定の金額である場合には、当該計算した金

額に当該各号に定める割合を乗じて計算した金額）とする。 

３６ 法第六十五条の八第十項に規定する政令で定める金額は、千万円とする。 

３７ 法第六十五条の八第十一項に規定する政令で定める金額は、千万円とする。 

３８ 法第六十五条の八第十一項に規定する法人が同項に規定する通算開始直前事業年度又は通算

加入直前事業年度終了の時に同項に規定する特別勘定の金額（以下この項において「特別勘定残

額」という。）を有する場合において、当該特別勘定残額が次の各号に掲げる法人の区分に応じ

当該各号に定める特別勘定の金額に該当するときは、当該特別勘定残額については、同条第十一

項の規定は、適用しない。 

一 法人税法第六十四条の十一第一項に規定する内国法人（同項に規定する親法人を除く。） 法

人税法施行令第百三十一条の十三第二項第四号ロに掲げる特別勘定の金額 



 

二 法人税法第六十四条の十二第一項に規定する他の内国法人 法人税法施行令第百三十一条の十

三第三項第四号ロに掲げる特別勘定の金額 

３９ 法第六十五条の八第十九項に規定する政令で定める日は、同条第七項に規定する取得指定期

間の末日の翌日から起算して二年以内の日で同条第十九項に規定する資産の取得をすることがで

きるものとして同項の税務署長が認定した日とする。 

４０ 法第六十五条の七第一項に規定する譲渡の日を含む事業年度（以下この項において「譲渡事

業年度」という。）以後の各事業年度（以下この項において「適用事業年度」という。）におい

て同条第一項若しくは第九項又は法第六十五条の八第七項若しくは第八項の規定を適用する場合

（次項の規定の適用がある場合を除く。）において、当該適用事業年度（法第六十五条の七第九

項又は第六十五条の八第八項の規定を適用する場合には、当該適用事業年度開始の時からこれら

の規定に規定する適格分割等の直前の時までの間）において取得をした買換資産（法第六十五条

の七第三項（同条第十項において準用する場合を含む。）の規定により買換資産とみなされた資

産を含む。）のうちに土地等があり、かつ、当該土地等（既に当該譲渡事業年度以後の各事業年

度において法第六十五条の七第一項及び第九項並びに第六十五条の八第七項及び第八項の規定の

適用を受けた買換資産のうちに土地等がある場合における当該土地等を含む。）をそれぞれ法第

六十五条の七第一項の表の各号の下欄ごとに区分をし、当該区分ごとに計算した当該土地等に係

る面積（当該譲渡事業年度以後の各事業年度において当該各号の上欄に掲げる資産の譲渡につき

設けた法第六十五条の八第一項の特別勘定の金額及び同条第二項に規定する期中特別勘定の金額

のうちに同条第四項に規定する適格合併、適格分割又は適格現物出資により同項に規定する合併

法人、分割承継法人又は被現物出資法人に既に引き継いだ、又は引き継ぐものがある場合には、

これらの特別勘定の金額の引継ぎの際に取得をする見込みであるとされた土地等に係る面積とし

て財務省令で定める面積を加算した面積）が、当該譲渡事業年度において譲渡をした当該各号の

上欄に掲げる土地等に係る面積を基礎として第八項の規定により計算した面積を超えるときは、

法第六十五条の七第一項若しくは第九項又は第六十五条の八第七項若しくは第八項の規定の適用

を受けようとする買換資産である土地等のうちその超える部分の面積に対応するものは、これら

の規定の買換資産に該当しないものとして、これらの規定を適用する。 

４１ 法第六十五条の八第四項の規定により引継ぎ（以下この項において「当初の引継ぎ」とい

う。）を受けた特別勘定の金額を有する同条第四項に規定する合併法人、分割承継法人又は被現

物出資法人が当該当初の引継ぎを受けた事業年度以後の各事業年度において同条第七項又は第八

項の規定を適用する場合において、当該各事業年度（同項の規定を適用する場合には、当該各事

業年度開始の時から同項に規定する適格分割等の直前の時までの間）において取得をした買換資

産のうちに土地等があり、かつ、当該土地等（既に同条第七項及び第八項の規定の適用を受けた

当該特別勘定に係る買換資産のうちに土地等がある場合の当該土地等を含む。）をそれぞれ法第

六十五条の七第一項の表の各号の下欄ごとに区分をし、当該区分ごとに計算した当該土地等に係

る面積（当該特別勘定の金額のうちに法第六十五条の八第四項に規定する適格合併、適格分割又

は適格現物出資により同項に規定する合併法人、分割承継法人又は被現物出資法人に既に引き継

いだ、又は引き継ぐものがある場合には、当該特別勘定の金額の引継ぎの際に取得をする見込み

であるとされた土地等に係る面積として財務省令で定める面積を加算した面積）が、当該特別勘

定の金額の当初の引継ぎの際に取得をする見込みであるとされた土地等に係る面積として財務省

令で定める面積を超えるときは、法第六十五条の八第七項又は第八項の規定の適用を受けようと



 

する買換資産である土地等のうちその超える部分の面積に対応するものは、これらの規定の買換

資産に該当しないものとして、これらの規定を適用する。 

４２ 法人が、法第六十五条の七第九項（法第六十五条の八第八項において準用する場合を含

む。）又は法第六十五条の八第二項の規定の適用を受けようとする場合には、これらの規定に規

定する適格分割等の日以後二月以内に財務省令で定める書類を納税地の所轄税務署長に提出しな

ければならない。 

４３ 法第六十五条の九に規定する政令で定める交換は、法人税法第五十条第一項又は第五項の規

定の適用を受ける交換とする。 

４４ 法第六十五条の九第一号に規定する政令で定める部分は、同条に規定する交換譲渡資産のう

ち、同条に規定する交換差金の額が当該交換差金の額と同条に規定する交換により取得した資産

の価額との合計額のうちに占める割合を、当該交換譲渡資産の価額に乗じて計算した金額に相当

する部分とする。 

４５ 国土交通大臣は、第七項各号の規定により船舶を指定したときは、これを告示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

租税特別措置法施行規則（抄） 

（昭和三十二年大蔵省令第十五号） 

 

（特定の資産の買換えの場合等の課税の特例） 

第二十二条の七 施行令第三十九条の七第五項に規定する財務省令で定める書類は、次の各号に掲

げる行為の区分に応じ当該各号に定める書類とする。 



 

一 施行令第三十九条の七第五項第一号に掲げる手続 同号に規定する許可に係る都市計画法

第三十条第一項に規定する申請書の写し又は同法第三十二条第一項若しくは第二項に規定す

る協議に関する書類の写し 

二 施行令第三十九条の七第五項第二号に掲げる手続 同号に規定する確認に係る建築基準法

第六条第一項に規定する申請書の写し 

三 施行令第三十九条の七第五項第三号に掲げる発掘調査 文化財保護法第九十三条第二項の

規定による当該発掘調査の実施の指示に係る書類の写し 

四 施行令第三十九条の七第五項第四号に掲げる手続 国土交通大臣の同号の証明をしたこと

を証する書類の写し 

２・３（略） 

４ 法第六十五条の七第十一項（法第六十五条の八第十六項において準用する場合を含む。）に規

定する財務省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 法第六十五条の七第九項又は第六十五条の八第八項の規定の適用を受けようとする法人の

名称、納税地及び法人番号並びに代表者の氏名 

二 法第六十五条の七第九項又は第六十五条の八第八項に規定する分割承継法人、被現物出資

法人又は被現物分配法人の名称及び納税地並びに代表者の氏名 

三 法第六十五条の七第九項又は第六十五条の八第八項に規定する適格分割等の年月日 

四 譲渡資産の種類、構造又は用途、規模（土地等にあつては、その面積）、所在地及び譲渡

年月日（船舶にあつては、種類、構造又は用途、規模及び譲渡年月日） 

五 買換資産の種類、構造又は用途、規模（土地等にあつては、その面積）、所在地及び取得

年月日（船舶にあつては、種類、構造又は用途、規模及び取得年月日） 

六 法第六十五条の七第九項（法第六十五条の八第八項において準用する場合を含む。）の規

定により損金の額に算入される法第六十五条の七第九項に規定する帳簿価額を減額した金額

及びその金額の計算に関する明細 

七 その他参考となるべき事項 

５ 法第六十五条の八第三項に規定する財務省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 法第六十五条の八第二項の規定の適用を受けようとする法人の名称、納税地及び法人番号

並びに代表者の氏名 

二 法第六十五条の八第二項に規定する分割承継法人又は被現物出資法人（第五号及び第七号

において「分割承継法人等」という。）の名称及び納税地並びに代表者の氏名 

三 法第六十五条の八第二項に規定する適格分割等の年月日 

四 譲渡資産の種類、構造又は用途、規模（土地等にあつては、その面積）、所在地及び譲渡

年月日（船舶にあつては、種類、構造又は用途、規模及び譲渡年月日） 

五 分割承継法人等において取得をする見込みである資産の種類、構造、規模（土地等にあつ

ては、その面積）、所在地及び取得予定年月日（船舶にあつては、種類、構造、規模及び取

得予定年月日） 

六 法第六十五条の八第二項の規定により損金の額に算入される同項に規定する期中特別勘定

の金額及びその金額の計算に関する明細 

七 第五号の取得をする見込みである資産の分割承継法人等におけるその適用に係る表の各号

の区分 

八 その他参考となるべき事項 

６ 法第六十五条の八第五項に規定する財務省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。 



 

一 法第六十五条の八第四項の規定の適用を受けようとする同条第五項に規定する法人の名

称、納税地及び法人番号並びに代表者の氏名 

二 分割承継法人等（法第六十五条の八第四項第二号に規定する分割承継法人又は被現物出資

法人をいう。第四号及び第六号において同じ。）の名称及び納税地並びに代表者の氏名 

三 法第六十五条の八第四項第二号に規定する適格分割等の年月日 

四 法第六十五条の八第四項の規定により分割承継法人等に引き継ぐ同項第二号に定める特別

勘定の金額又は期中特別勘定の金額 

五 前号に掲げる特別勘定の金額又は期中特別勘定の金額に係る譲渡資産の種類、構造又は用

途、規模（土地等にあつては、その面積）、所在地及び譲渡年月日（船舶にあつては、種

類、構造又は用途、規模及び譲渡年月日） 

六 分割承継法人等において取得をする見込みである資産の種類、構造、規模（土地等にあつ

ては、その面積）、所在地及び取得予定年月日（船舶にあつては、種類、構造、規模及び取

得予定年月日） 

七 前号の取得をする見込みである資産のその適用に係る表の各号の区分 

八 その他参考となるべき事項 

７ 法第六十五条の八第十六項の規定により読み替えられた法第六十五条の七第五項に規定する財

務省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 取得をする見込みである資産の種類、構造、規模（土地等にあつては、その面積）、所在

地及び取得予定年月日（船舶にあつては、種類、構造、規模及び取得予定年月日） 

二 法第六十五条の八第一項の特別勘定として経理した金額並びに当該特別勘定に係る譲渡資

産の種類、構造又は用途、規模（土地等にあつては、その面積）、所在地及び譲渡年月日

（船舶にあつては、種類、構造又は用途、規模及び譲渡年月日） 

三 取得をする見込みである資産のその適用に係る表の各号の区分 

四 その他参考となるべき事項 

８ 法第六十五条の八第十九項の税務署長の承認を受けようとする法人は、同項に規定する取得指

定期間の末日までに、次に掲げる事項を記載した申請書を納税地の所轄税務署長に提出しなけれ

ばならない。 

一 申請をする法人の名称、納税地及び法人番号並びに代表者の氏名 

二 その申請の日における法第六十五条の八第四項第一号に規定する特別勘定の金額 

三 取得をする見込みである法第六十五条の七第一項の表の各号の下欄に掲げる資産（第五号

において「買換対象資産」という。）の種類、構造、規模（土地等にあつては、その面積）

及び価額 

四 法第六十五条の八第十九項の特定非常災害として指定された非常災害に基因するやむを得

ない事情の詳細 

五 買換対象資産の取得予定年月日及び施行令第三十九条の七第三十九項の認定を受けようと

する日 

六 その他参考となるべき事項 

９ 前項に規定する法人が同項の税務署長の承認を受けた場合には、施行令第三十九条の七第三十

九項に規定する税務署長が認定した日は当該承認において税務署長が認定した日とする。 

１０ 施行令第三十九条の七第四十項に規定する財務省令で定める面積及び同条第四十一項に規定

する当初の引継ぎの際に取得をする見込みであるとされた土地等に係る面積として財務省令で定

める面積は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める面積とする。 



 

一 法第六十五条の八第四項第一号の適格合併により同号に定める特別勘定の金額を引き継ぐ

場合 当該特別勘定の基礎となつた譲渡に係る土地等の面積を基礎として施行令第三十九条

の七第八項の規定により計算した面積（既に当該特別勘定に係る買換資産のうちに法第六十

五条の七第一項及び第九項並びに第六十五条の八第七項及び第八項の規定の適用を受けた土

地等がある場合には、当該計算した面積から当該適用を受けた土地等に係る面積を控除した

面積。次号において「取得可能面積」という。） 

二 法第六十五条の八第四項第二号の適格分割等により同号に定める特別勘定の金額を引き継

ぐ場合 当該適格分割等に係る分割法人又は現物出資法人が当該特別勘定の金額の引継ぎの

際に同条第五項の規定により提出した同項に規定する書類に記載した取得をする見込みであ

る土地等に係る面積（取得可能面積を限度とする。） 

三 法第六十五条の八第四項第二号の適格分割等により同号に定める期中特別勘定の金額を引

き継ぐ場合 当該適格分割等に係る分割法人又は現物出資法人が当該期中特別勘定の金額の

引継ぎの際に同条第五項の規定（当該期中特別勘定の金額のみを引き継ぐ場合にあつては、

同条第三項の規定）により提出したこれらの規定に規定する書類に記載した取得をする見込

みである土地等に係る面積（当該期中特別勘定の基礎となつた譲渡に係る土地等の面積を基

礎として施行令第三十九条の七第八項の規定により計算した面積を限度とする。） 

１１ 施行令第三十九条の七第四十一項に規定する特別勘定の金額の引継ぎの際に取得をする見込

みであるとされた土地等に係る面積として財務省令で定める面積は、前項第一号及び第二号に掲

げる場合の区分に応じこれらの号に定める面積とする。 

 


